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１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り

◆ 令和７年度から水道料⾦と下水道使用料を改定すること
◆ 使用者の負担を和らげるため、⼀度に⼤幅な値上げをせずに３年おき（令和７年度・１０年度・

１３年度）の３回に分けて段階的に改定すること（激変緩和措置）
◆ 3〜4⼈世帯の使用量として多い「ひと月20㎥」における水道料⾦・下水道使用料の合計値上げ額を、

１回あたり1,000円程度とすること

料⾦改定の方針

年度 現行

種別 料金 料金 改定額 改定率 料金 改定額 改定率 料金 改定額 改定率

3,922 4,349 427 10.9% 4,827 478 10.9% 5,160 333 6.8%

3,145 3,707 562 17.9% 4,225 518 13.9% 4,901 676 16.0%

7,067 8,056 989 13.9% 9,052 996 12.3% 10,061 1,009 11.1%

下水道使用料

合計

※現行料金は、使用水量・汚水量を20㎥/月を標準として算出

激変緩和を考慮した料金改定額及び料金改定率(税込)

R7(2025)年度 R10(2028)年度 R13(2031)年度

水道料金
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年度 現行

種別 料金 料金 改定額 改定率 料金 改定額 改定率

3,922 5,059 1,137 28.9% 5,363 304 6.0%

3,145 4,875 1,730 55.0% 4,875 － －

7,067 9,934 2,867 40.5% 10,238 304 3.0%合計

本来必要な料金改定額及び料金改定率(税込)

R7(2025)年度 R17(2035)年度

水道料金

下水道使用料

※現行料金は、使用水量・汚水量を20㎥/月を標準として算出

《本来必要な改定率》
令和7年度に 水 道 28.9%引上げ

〃 下水道 55.0%引上げ

激変緩和のため
令和7・10・13年度の3回に分けて実施



◆１⼈世帯の場合の ひと月の使用水量を ８㎥
◆２⼈世帯の場合の 〃 １５㎥
◆３⼈世帯の場合の 〃 ２０㎥
◆４⼈世帯の場合の 〃 ２５㎥

として計算した⾦額（税込）は下記のとおりです。

現⾏の料⾦と改定（案）との⽐較
１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り
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　※前回提示した体系（案）

現行料金（税抜） ◆基本料金10.9％・従量料金10.9％　均一に増額

13mm・20mm 1,548 13mm・20mm (+170) 1,718
25mm 2,028 202 213 224 25mm (+223) 2,251 (+22) 224 (+23) 236 (+24) 248
30mm 3,097 30mm (+340) 3,437
40mm 5,979 213 224 235 40mm (+657) 6,636 (+23) 236 (+24) 248 (+25) 260
50mm 10,359 50mm (+1,139) 11,498
75mm 31,398 75mm (+3,453) 34,851
100mm 50,728 100mm (+5,580) 56,308
150mm 114,699 224 235 245 150mm (+12,616) 127,315 (+24) 248 (+25) 260 (+26) 271
200mm 185,611 200mm (+20,417) 206,028

13mm・20mm 1,175 13mm・20mm (+129) 1,304
25mm 1,388 106 118 128 25mm (+152) 1,540 (+11) 117 (+12) 130 (+14) 142
30mm 2,242 30mm (+246) 2,488
40mm 4,058 118 128 139 40mm (+446) 4,504 (+12) 130 (+14) 142 (+15) 154
50mm 6,835 50mm (+751) 7,586
75mm 19,864 75mm (+2,185) 22,049
100mm 31,932 100mm (+3,512) 35,444
150mm 71,339 128 139 149 150mm (+7,847) 79,186 (+14) 142 (+15) 154 (+16) 165
200mm 111,818 200mm (+12,299) 124,117

一
般
用

用途・口径別 基本料金（円）
水道料金（１㎥につき）　（円）

一
般
用

用途・口径別

1～50㎥ 51～200㎥ 201㎥以上

0～10㎥まで
11～20㎥ 21～40㎥ 41㎥以上

0～10㎥まで
11～20㎥

第1段階 第2段階 第3段階 第1段階 第2段階 第3段階
基本料金（円）

水道料金（１㎥につき）　（円）

21～40㎥ 41㎥以上

1～500㎥ 501～5,000㎥ 5,001㎥以上 1～500㎥ 501～5,000㎥ 5,001㎥以上

1～50㎥ 51～200㎥ 201㎥以上

公
衆
浴
場
・
水
泳
プ
ー
ル
用

用途・口径別 基本料金（円）
公
衆
浴
場
・
水
泳
プ
ー
ル
用

用途・口径別 基本料金（円）

0～10㎥まで
11～20㎥ 21～40㎥ 41㎥以上

0～10㎥まで
11～20㎥

第1段階 第2段階 第3段階 第1段階 第2段階 第3段階

1～50㎥ 51～200㎥ 201㎥以上

21～40㎥ 41㎥以上

1～50㎥ 51～200㎥ 201㎥以上

1～500㎥ 501～5,000㎥ 5,001㎥以上 1～500㎥ 501～5,000㎥ 5,001㎥以上

１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り
◆水道料⾦ 現⾏と改定（案）

※別途、消費税及び地方消費税が加算されます。
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１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り

◆下水道使用料 現⾏と改定（案）
※別途、消費税及び地方消費税が加算されます。

5



水道事業 減価償却費の内訳について

【概要】
①有形固定資産減価償却
既往分の減価償却費は、R3年度までに整備を行った現有資産の減価
償却費であり、建物、土木、配管類、電気・機械類など、耐用年数
により減価償却した費用を積み上げた合計で、R3までは決算値。

②無形固定資産
ダム使用権の費用。ダム使用権は、H23年度に取得し、取得価格
は1,309,006,531円。H29以降55年の減価償却期間があり、定額
法で算定。
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【水道事業（決算書：会計に関する書類における注記）】
固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産の減価償却の方法
減価償却の方法
機械及び装置、車両運搬具並びに工具、器具及び備品

定率法
その他 定額法による。

主な耐用年数
建物 15〜50年
構築物 40年
機械及び装置 3年〜20年

（２）無形固定資産
減価償却の方法 定額法による

１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り



【水道】減価償却費⾒込（既往分・新規分）
（百万円）

配管類

土木
建物計装

電気・機械類

水道事業 減価償却費の内訳

6-追加



【概要】
①減価償却費 既往分
既往分の減価償却費は、R3年度までに整備を行った現有資産の減価償却
費であり、建物、土木、管渠類、電気・機械類など、耐用年数により減
価償却した資産を積み上げた費用の合計で、R3までは決算値。R4以降は
推計値を使用。

②減価償却費 新規分
R4年度以降、投資計画に基づき整備を行う建物、構築物、機械及び
装置の減価償却費であり、各耐用年数により減価償却した資産を積み
上げた費用の合計。R4以降は推計値を使用。

③無形固定資産 施設利用権
岩木川流域下水道施設利用権は、岩木川流域下水道が事業着手した昭
和54年度から毎年負担しており、当年度末の施設利用権高は、毎年、
当年度の建設負担金を増額しつつ、過年度の建設負担金を減価償却す
ることで算定。 減価償却期間：３５年
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【下水道事業（決算書：会計に関する書類における注記）】
固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産の減価償却の方法
減価償却の方法 定額法による。
・主な耐用年数
建物 3〜50年
構築物 50年
機械及び装置 5〜30年

（２）無形固定資産
減価償却の方法 定額法による。

下水道事業 減価償却費の内訳について

１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り



下水道事業 減価償却費の内訳

7-追加



70.9%

63.6%
63.1%

67.6%

63.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H25 H26 H27 H23 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R3 R9 R10 R11 R12

【百万円】 岩木川流域下水道維持管理負担金

県総事業費（維持管理費）① 弘前市維持管理負担金①×負担率 弘前市負担率

H27弘前市下水処理場を県
岩木川浄化センターに機能
統合

⻘森県都市計画課下水道G提供資料
（R5〜R12）
維持管理負担金の見通し額

〇構成団体について

昭和５４年～平成２年：弘前市、黒石市、尾上町、平賀町、藤崎町、田舎館村　の計６団体

平成３年～平成１７年：浪岡町、弘前市、岩木町、黒石市、尾上町、平賀町、藤崎町、常盤村、田舎館村、大鰐町、板柳町　の計１１団体

平成１８年～平成２６年：青森市、弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、田舎館村、大鰐町、板柳町　の計８団体

平成２７年以降：青森市、弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、田舎館村、大鰐町、板柳町、津軽広域連合　の計９団体

※津軽広域連合の構成市町村は、弘前市・黒石市・平川市・藤崎町・板柳町・大鰐町・田舎館村・西目屋村の８市町村

岩木川流域下水道維持管理負担金が増えている要因について
 県管理施設の老朽化が進むポンプ場等の修繕費用の増加、燃料費、光熱費等の物価高騰に伴う指定管理委託料の増加によるもの
で、R6以降も同様の見込みで推移するものと伺っているもの。（R4岩木川流域下水道事業連絡協議会（第2回総会）R12までの見
通し額）

 負担金の額は、各市町村等の有収水量の割合により決定されている。
 有収水量（年度末）が確定すると、翌年度に差額が精算され各市町村へ還付又は追加徴収となる。
 R5維持管理負担金の内訳（例 （a)3.7億円 起債元利償還金（ｂ）19.6億円 管理に要する費用 （ｃ）△2.3億円地方交付税）

維持管理負担金21億円 弘前市負担率68% ∴21億円×68%≒14.2億円
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１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り



岩木川流域下水道建設負担金が増えている理由について
 岩木川流域下水道建設負担率は、岩木川流域下水道事業計画及び構成団体が作成する公共下水道事業計画の計画汚水量等に基づき
算定。

 施設老朽化に伴う県施設の改築更新事業に対する市町村負担金で、施設老朽化に伴い増額傾向にあるもの。
 R5〜R8までは汚泥有効利用施設整備運営事業に着手するため、事業費が大幅に増額。（汚泥焼却施設老朽化→汚泥肥料化施設へ
改築）

（R4岩木川流域下水道事業連絡協議会（第2回総会）R12までの見通し額）
 R8〜R12 耐震・耐水化事業
 R5〜R12 老朽化した施設の改築更新事業
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百万円 岩木川流域下水道建設負担金

県総事業費（建設費）（R501） 流域市町村負担額①

うち弘前市建設負担額（①×負担率） 弘前市負担割合（％）

R5～R８
汚泥有効利用施設整備運営事業

〇構成団体について

昭和５４年～平成２年：弘前市、黒石市、尾上町、平賀町、藤崎町、田舎館村　の計６団体

平成３年～平成１７年：浪岡町、弘前市、岩木町、黒石市、尾上町、平賀町、藤崎町、常盤村、田舎館村、大鰐町、板柳町　の計１１団体

平成１８年～平成２６年：青森市、弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、田舎館村、大鰐町、板柳町　の計８団体

平成２７年以降：青森市、弘前市、黒石市、平川市、藤崎町、田舎館村、大鰐町、板柳町、津軽広域連合　の計９団体

※津軽広域連合の構成市町村は、弘前市・黒石市・平川市・藤崎町・板柳町・大鰐町・田舎館村・西目屋村の８市町村

H27第6回改定
弘前市との統合
MICS事業開始

R2第7回改定
全体計画及び事
業計画の変更

R5第3回改定
全体計画及び事
業計画の変更

⻘森県都市計画課下水道G提供資料
（R5〜R12）建設負担金の見通し額
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１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り
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【水道】 直近の料金改定時期 直近の料金改定率 備　考

青森市 H27.4.1 0.0%
一市二制度解消のため、改
定率の変化はなし。

八戸圏域水道
企業団

H23.10.1 0.0% －

黒石市 R3.4.1 △10.0%

R4.4に水道事業と簡易水道
事業統合により、簡易水道
供給区域の料金改定実施。
(14.1％)

平川市 H18.1.1 無回答 －

つがる市 R3.4.1 5.7% －

五所川原市 H27.4.1 詳細➡
一部の給水料金について30%
～55％引き下げ。

三沢市 R元年度 16.4% －

十和田市 H7.10.1 18.5% －

むつ市 H22.5～H28.5
旧川内地区21.88％、
旧大畑地区21.11％、
旧脇野沢地区21.30％

旧むつ地区の水道料金へ段
階的に統一改定。

津軽広域水道
企業団

R3.4.1 12.3% 用水供給。

県内他市の料金改定の状況について

１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り



【下水道】 直近の料金改定時期 料金改定率 備　考

青森市 H27.4.1 0.0%
一市二制度解消のため、改
定率の変化はなし。

八戸市 H23.10.1 増収目的の改定ではない －

黒石市 － － －

平川市 H18.1.1 無回答 －

つがる市 H29.4.1 22.6% －

五所川原市 H27.4.1 詳細➡

公共下水道使用料の算定方
法を水道料金の65％とする
水道料金比例制から、使用
した水量に応じた累進従量
制に変更することに伴い、
従量使用料を改定。

三沢市 H17.6.1 30.0% －

十和田市 H7.10.1 25.0% －

むつ市 H29.6～R1.6 9.5％～38.7％
旧むつ地区の下水道使用料
へ段階的に統一改定。
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県内他市の料金改定の状況について

１ 前回会議（令和５年８月２３日開催）の振り返り



２ 料⾦のしくみ 《料⾦体系について》

弘前市の水道料⾦・下水道使用料は、使用水量に関わらず負担していただく 『基本料⾦』と、
使用水量に応じて負担していただく『従量料⾦』で構成されています。（⼆部料⾦制）

基本料⾦に、「基本水量」として
⼀定水量を設定・付与する場合があります。
また、従量料⾦については、主に「逓増型」「逓減型」
「単⼀型」に分類されます。

基本料金 【逓増型】多く使うほど単価は高く

従量料金
基本水量

12

（ていぞうがた） （ていげんがた）



２ 料⾦のしくみ

デメリットメリット

・少量使用者の負担が重くなる
（基本水量に満たない使用者は

特に負担が重い）

・水需要の増減に収入が影響されない
体系となり、企業経営を安定的に⾏い
やすくなる

基本料⾦の⽐率を
高める

・水需要の増減が経営に与える影響
が⼤きい。
・有収水量が減少すると、再度の料
⾦値上げを検討せざるを得ないが、
節水したにもかかわらず料⾦の値上
げとなると使用者から理解を得にく
い

・使った分に応じて賦課されるので公
平性が保たれる
・段階別逓増料⾦制の場合、多量使用
の抑制を図ることができる

従量料⾦の⽐率を
高める

・使用者全体の負担が重くなる

・すべての使用者に負担を求めるので
公平性が保たれる。
・水需要の増減に収入が影響されない
体系となり、企業経営を安定的に⾏い
やすくなる

基本料⾦・従量料⾦を
同率にする

料⾦を設定するにあたり、基本料⾦・従量料⾦の⽐率をどのように配分するかによって、
それぞれメリット・デメリットがあります。
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２ 料⾦のしくみ 《水道料⾦・下水道使用料の構成》

経営に必要な費用の合算を「総括原価」として算定し、総括原価と料⾦収入の総額が⼀致する
ように水道料⾦・下水道使用料を算定しています。（総括原価方式）

○ 水道・下水道ともにその費用の⼤半が固定費であるものの、全額を基本料⾦とするのは著
しく高額になるため、実際にはその⼀部を基本料⾦とし、他を従量料⾦として賦課するの
が妥当とされています。

「水道料金算定要領」に基づく算定方法 「下水道使用料算定の基本的考え方」に基づく算定方法

営業費用

人件費、薬品費、
動力費、修繕費、

受水費、減価償却費、
委託料等

需要家費

検針・集金関係費用

基本料金

各使用者が水使用の
有無にかかわらず
賦課される料金

固定費

給水量の多寡に関係なく
水道施設の適正な維持に

固定的に必要な費用
従量料金

（逓増料金制）

資本費用

支払利息、資産維持費
変動費

概ね給水量の増減に比例す
る費用（薬品費・動力費等）

分解

分解

配賦

配賦

配賦

配賦

浄

水

施

設

能

力

総括原価の内訳 料金体系総括原価の算定

使用水量により

水量区画を設定

維持管理費

人件費、動力費、
薬品費、修繕費、

委託料等

需要家費

水量の多寡に関わらず使用
者数に応じて増減する経費
（検針経費、調定事務経費

等）

基本使用料

使用水量の有無に
かかわらず施設規模に

応じ固定的に必要な料金

固定費

使用料や使用者数に関わら
ず固定的に必要とされる費

用（資本費、電力料金の
基本料金等）

従量使用料
（累進使用料）資本費

減価償却費、
企業債等支払利息

変動費

使用料や使用者数に
応じて　変動する経費

（薬品費・動力費の対部分）

分解

分解

配賦

配賦

配賦

配賦

使用料の増加に応じて

単価が高くなる

総括原価の内訳 料金体系総括原価の算定
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97.4
82.6

0

20

40

60

80

100

120

総括原価(R7~R9) 現⾏下⽔道使⽤料(R7~R9)

【下⽔道】 総括原価 及び 下⽔道使⽤料収⼊
単位︓億円

○ 令和7年度から令和9年度までに必要な総括原価と、現⾏の料⾦収入⾒込みとの⽐較です。

２ 料⾦のしくみ 《総括原価と必要な改定率》

109.3
98.5

0

20

40

60

80

100

120

総括原価(R7~R9) 現⾏給⽔収益(R7~R9)

【⽔道】 総括原価 及び 給⽔収益
単位︓億円
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◆ 令和７〜９年度の不⾜額 10.8億円
◆ 水道料⾦で必要な改定率 10.9％
(10.8億円÷98.5億円)×100≒10.9％

◆ 令和７〜９年度の不⾜額 14.8億円
◆ 下水道使⽤料で必要な改定率 17.9％
(14.8億円÷82.6億円)×100≒17.9％

不⾜額 10.8億円

不⾜額 14.8億円

水 道 下水道
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3 公営企業としての取り組み

 アセットマネジメント計画に基づく更新費用の削減

単位︓⼈

◆組織体制の統合・⾒直しによる職員数の削減

組織統合や包括業務委託のほか、組織体制の⾒直しによりスリム化
を実施。（組織統合から現在まで、39人の職員を削減）

144 133 129 125 121 116 111
98 96 96 96 94 94 94 94

0

50

100

150

200

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5

上下水道部職員数の推移

職員数

組織統合

包括業務委託開始

下水処理場統合

組織改編による削減

組織改編による削減

（※短時間勤務職員・会計年度任用職員を除く）

○ これまでの経費削減のための主な取り組み（⼀例）

◆包括業務委託の実施・拡充

委託対象91業務のうち、許認可等の⾏為を含ま
ない業務や定量的事務等の包括業務委託を導入

①メーター関連及び漏水修繕等業務（24業務）
（水道メーター交換・検針、漏水調査・修繕等）

②水道料⾦等徴収業務（38業務）
（開始・中⽌受付、料⾦収納、滞納整理等）

合計 62業務

【第１期】H28.4.1〜R3.3.31

①メーター関連及び漏水修繕等業務（27業務）
（メーター個⼈検針、地下埋設物確認、

管路情報システム入⼒）
②水道料⾦等徴収業務（40業務）

（休日・夜間受付対応、現⾦預⾦現在高日報作成）
合計 67業務

【第２期】R3.4.1〜R8.3.31
５業務を拡充

収納率向上
市民サービス

向上
地元雇用

委託効果



◆施設・整備の⻑寿命化による投資の平準化

計画的に点検・調査をしながら施設のリスク評価を⾏い、
優先度が高いものから修繕・改築を実施（下水道管路の例）

削減効果：約14.9億円/年 約744億円/50年
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3 公営企業としての取り組み

◆広域化・共同化

事務の広域的処理、施設の統廃合（共同利用）、経営の
⼀体化、事業統合の検討など官⺠連携⼿法の検討・組織体制の⾒直し（継続）。

 業務の効率化

 ダウンサイジング・災害対策（樋の口浄水場）

将 来
（令和8年4月より）現 在樋の口浄水場

1日あたり38,000㎥1日あたり60,000㎥計画浄水能⼒
（施設公称能⼒）

浄水処理方式︓急速ろ過方式
排水処理方式︓機械脱水

【浄水工程】
・粉末活性炭→凝集沈殿

→急速ろ過→紫外線処理※

浄水処理方式︓急速ろ過方式
排水処理方式︓天日乾燥

【浄水工程】
・粉末活性炭→凝集沈殿

→急速ろ過
処理方式

【地震】耐震性能 ○
（すべて満足）

【水害】浸水対策 ○
（防水扉等の対策により
施設内に浸水しない施設
となる）

【停電】
非常用自家発電設備

（連続運転時間 3日以上）

【地震】耐震性能 ×
（ほぼ未達）

【水害】浸水対策 △
（土のうによる対策。完全に
浸水を⽌められない）

【停電】非常用自家発電設備
（連続運転時間 約1日）

災害対策
（地震・水害・

停電）

※クリプトスポリジウム
（耐塩素性生物)対策

○ 今後も「経営戦略」や「アセットマネジメント計画」、現在策定中の「上下水道ビジョン」に基づき、
さまざまな取り組みを実施します。

経営戦略･･･「弘前市水道事業経営戦略」、 「弘前市下水道事業経営戦略」
アセットマネジメント計画･･･「弘前市水道事業アセットマネジメント計画2018」、 「弘前市下水道事業アセットマネジメント計画」

水需要に応じた規模縮⼩による効率化のほか、地震、水害、
停電などの災害時でも浄水機能を損なわない施設へ更新

上下水道ビジョン･･･「弘前市上下水道ビジョン（策定中）」

ダウンサイジングによる削減効果：約50億円



○ 現在給水⼈口は、H24〜R4の10年間で15,784⼈（9％）減少しています。
○ 1世帯あたりの⼈数では、 1⼈暮らしの世帯が最も多くなっています。（37.0％）
○ 2番目に多いのが、2⼈世帯となっています。（27.7％）
○ 平成27年〜令和2年の5年間で、1⼈〜2⼈世帯の割合はさらに増加しています。

175,296 

163,588 
161,601 159,512 

145,000

150,000

155,000

160,000

165,000

170,000

175,000

180,000

185,000

H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R1 R2 R3 R4

⾏政区域内⼈口 現在給水⼈口

●現在給水⼈口の推移（H24〜R4）

R2〜R3で△1,987⼈
R3〜R4で△2,089⼈

直近2年間で4,076人の減少

1⼈〜2⼈世帯が全体の約65％

現在給水人口･･･実際に給水を行っている常時居住の人口

４ 弘前市の水道・下水道使用者の現状 《⼈口及び世帯》
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（⼈）

●弘前市の一般世帯の1世帯当たりの人数（推移）

令和２年 平成27年 平成22年
令和２年～
平成27年

平成２７年～
平成22年

一般世帯数 70,743 70,913 69,909 △ 0.2% 1.4%

世帯人員 161,574 170,812 177,650 △ 5.4% △ 3.8%

１世帯当たり人員 2.28人 2.41人 2.54人 △ 5.2% △ 5.1%

世帯人員
一般世帯数・世帯人員 増減率

参考：令和２年国勢調査



４ 弘前市の水道・下水道使用者の現状 《水道》

○ 水道使用者の収入割合を用途別に⾒ると、⼀般用が
⼤半を占めています。(99.4%)

○ ⼀般用の収入割合を口径別に⾒ると、⼩口径が最も
多くなっています。（78.2％）

○ ⼀般用の基本料⾦・従量料⾦で⽐較すると、 ⼩口径
では基本料⾦の占める割合が51.6％となっています。

⇒水道は【⼀般用 ⼩口径】の料⾦収入の増減が経営
に与える影響が⼤きいと言えます。

51.6%

18.9%
13.5%

48.4%

81.1%
86.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

30.0%

90.0%

100.0%

1 2 3

【水道】R3⼀般用口径別 基本料⾦・従量料⾦の収入割合

基本料⾦ 従量料⾦
⼩口径 中口径 ⼤口径

78.2%

8.6%

13.2%

【水道】R3⼀般用口径別の収入割合

⼩口径 中口径 ⼤口径

※小口径・・・13・20・25ｍｍ
※中口径・・・30・40ｍｍ
※大口径・・・50・75・100・150・200ｍｍ

99.4%

0.2%0.4%

【水道】R3用途別 収入割合

⼀般用

プール用浴場用
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○下水道使用者の有収水量の割合を⾒ると、⼀般用が
⼤半を占めています。（98.8％）

○収入割合を⾒ると、基本料⾦が約1/3（34.7％）、
従量料⾦が約2/3（65.3％）となっています。

⇒下水道は【⼀般用】の料⾦収入の増減が経営に
与える影響が⼤きいと言えます。98.8%

1.2%

【下水道】R3用途区分別の有収水量割合

⼀般用

浴場・プール用

34.7%

65.3%

【下水道】R3基本料⾦・従量料⾦収入割合

基本料⾦

従量料⾦

※有収水量・・・処理場で処理した汚水のうち、
下水道使用料徴収の対象となる水量

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

【下水道】R3水量区分ごとの有収水量

← 従量料金 →

４ 弘前市の水道・下水道使用者の現状 《下水道》
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４ 弘前市の水道・下水道使用者の現状

12.1%

8.5%

20.6%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0㎥ 1㎥ 2㎥ 3㎥ 4㎥ 5㎥ 6㎥ 7㎥ 8㎥ 9㎥ 10㎥

【水道】⼩口径の使用水量 0〜10㎥までの件数割合

41.9% 31.9%

16.2%

7.8%

1.3%

0.7% 0.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0

2

4

6

8

【下水道】R3水量区分ごとの収入と件数割合

料⾦収入 件数割合基本料金

44.0%

31.1%

21.7%

3.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

0

3

6

9

12

15

0~10㎥ 11~20㎥ 21~40㎥ 41㎥〜

【水道】R3⼩口径の区分ごとの収入と件数割合

料⾦収入 件数割合基本料金

11.5%
9.1%

20.2%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0㎥ 1㎥ 2㎥ 3㎥ 4㎥ 5㎥ 6㎥ 7㎥ 8㎥ 9㎥ 10㎥

【下水道】使用水量 0〜10㎥までの件数割合

弘前市は１⼈〜２⼈世帯が多く、10㎥以下の使用者割合も多
いことから、水道料⾦・下水道使用料の収入を安定的なものに
するには、『基本料⾦』で収入を確保することが重要です。
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13mm・20mm (+0) 1,548 11～20㎥ 21～40㎥ (17 .3%) 41㎥以上 (17 .8%)

25mm (+53) 2,081 (+34) 34 (+22) 224 (+37) 250 (+40) 264

30mm (+340) 3,437 1～50㎥ (16 .4%) 51～200㎥ (17 .4% ) 201㎥以上 (17 .4% )

40mm (+657) 6,636 (+35) 248 (+39) 263 (+41) 276

50mm (+1,139) 11,498

75mm (+3,453) 34,851 (16 .5% ) (17 .0% ) (17 .5% )

100mm (+5,580) 56,308

150mm (+12 ,616) 127,315 (+37) 261 (+40) 275 (+43) 288

200mm (+20 ,417) 206,028

13mm・20mm (+129) 1,304

25mm (+152) 1,540 (+11) 117 (+12) 130 (+14) 142

30mm (+246) 2,488

40mm (+446) 4,504 (+12) 130 (+14) 142 (+15) 154

50mm (+751) 7,586

75mm (+2,185) 22,049

100mm (+3,512) 35,444

150mm (+7,847) 79,186 (+14) 142 (+15) 154 (+16) 165

200mm (+12 ,299) 124,117

【パターンB】

◆13mm及び20ｍｍの0～5㎥までの基本料金を現行据え置き、25ｍｍを2.6％引上げ。
  小口径の6～10㎥の従量料金を34円/㎥とし、10㎥時点でパターンAと同額(1,718円）になるように
　設定。不足分を小口径第2･3段階、中口径1～3段階、大口径1～3段階で調整

第1段階 第2段階

少量使用者へ配慮した場合の影響（シミュレーション）  《税抜》

基本料金（円）
水道料金（１㎥につき）　（円）

第3段階 第4段階

501～5,000㎥ 5,001㎥以上

0～5㎥まで
6～10㎥

1～500㎥

一
般
用

用途・口径別

基本料金（円）
第1段階 第2段階 第3段階

水道料金（１㎥につき）　（円）

公
衆
浴
場
・
水
泳
プ
ー
ル
用

用途・口径別

0～10㎥まで
11～20㎥ 21～40㎥ 41㎥以上

5,001㎥以上1～500㎥ 501～5,000㎥

51～200㎥ 201㎥以上1～50㎥

（現行料金との差額）

（現行料金との差額）

（2 .6%）

13mm・20mm (+170) 1 ,718

25mm (+223) 2 ,251 (+22) 224 (+23) 236 (+24) 248

30mm (+340) 3 ,437

40mm (+657) 6 ,636 (+23) 236 (+24) 248 (+25) 260

50mm (+1,139) 11 ,498

75mm (+3,453) 34 ,851

100mm (+5,580) 56 ,308

150mm (+12 ,616) 127,315 (+24) 248 (+25) 260 (+26) 271

200mm (+20 ,417) 206,028

13mm・20mm (+129) 1 ,304

25mm (+152) 1 ,540 (+11) 117 (+12) 130 (+14) 142

30mm (+246) 2 ,488

40mm (+446) 4 ,504 (+12) 130 (+14) 142 (+15) 154

50mm (+751) 7 ,586

75mm (+2,185) 22 ,049

100mm (+3,512) 35 ,444

150mm (+7,847) 79 ,186 (+14) 142 (+15) 154 (+16) 165

200mm (+12,299) 124 ,117

◆基本料金10.9％・従量料金10.9％　均一に増額

【パターンA】

第3段階

前回提示した料金改定（案）  《税抜》

一
般
用

用途・口径別 基本料金（円）
水道料金（１㎥につき）　（円）

1～500㎥ 501～5,000㎥ 5,001㎥以上

第1段階 第2段階

21～40㎥ 41㎥以上
0～10㎥まで

11～20㎥

1～50㎥ 51～200㎥ 201㎥以上

公
衆
浴
場
・
水
泳
プ
ー
ル
用

用途・口径別

0～10㎥まで
11～20㎥

第1段階 第2段階 第3段階
基本料金（円）

21～40㎥ 41㎥以上

1～50㎥ 51～200㎥ 201㎥以上

501～5,000㎥ 5,001㎥以上1～500㎥

（現行料金との差額）

（現行料金との差額）

５ 料⾦体系の検討 《水道料⾦》
○ 前回提⽰した料⾦体系（案）【パターンA】と、少量使用者へ配慮した場合のシミュレーション【パターンB】との⽐較です。
○ 少量使用者へ配慮した場合、必要な収入を確保するためには不足額（R7〜R9で約3億1千万円）を他の使用者へ配分する必要

が生じます。

※不足分を調整した結果の増加率を（ ％）で表示
22



※不足分を調整した結果の増加率を（ ％）で表示

５ 料⾦体系の検討 《水道料⾦》
○【パターンA】と【パターンB】を料⾦や増加率で⽐較すると、【パターンB】は中口径・⼤口径・多量使用者

への負担が更に⼤きくなります。
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◆口径13・20ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
0〜5㎥ 1,702円 → 1,889円 187円 10.9%
10㎥ 1,702円 → 1,889円 187円 10.9%
15㎥ 2,812円 → 3,119円 307円 10.9%
20㎥ 3,922円 → 4,349円 427円 10.8%
25㎥ 5,092円 → 5,644円 552円 10.8%
40㎥ 8,602円 → 9,529円 927円 10.7%

◆口径25ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
0〜5㎥ 2,230円 → 2,476円 246円 11.0%
10㎥ 2,230円 → 2,476円 246円 11.0%
20㎥ 4,450円 → 4,936円 486円 10.9%
25㎥ 5,620円 → 6,231円 611円 10.8%
40㎥ 9,130円 → 10,116円 986円 10.7%

◆口径30ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
200㎥ 52,006円 → 57,530円 5,524円 10.6%

◆口径40ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
200㎥ 55,176円 → 61,049円 5,873円 10.6%

◆口径50ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
300㎥ 85,194円 → 94,247円 9,053円 10.6%
505㎥ 135,684円 → 150,077円 14,393円 10.6%

◆口径75ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
1500㎥ 415,537円 → 460,336円 44,799円 10.7%

◆口径100ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
1000㎥ 307,800円 → 340,938円 33,138円 10.7%

◆口径150ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
5000㎥ 1,410,168円 → 1,563,046円 152,878円 10.8%

【パターンA】《税込》
⼀ 般 用

◆口径13・20ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

0〜5㎥ 1,702円 → 1,702円 0円 0.0% -187円

10㎥ 1,702円 → 1,887円 185円 10.8% -2円

15㎥ 2,812円 → 3,117円 305円 10.8% -2円

20㎥ 3,922円 → 4,347円 425円 10.8% -2円

25㎥ 5,092円 → 5,722円 630円 12.3% 78円

40㎥ 8,602円 → 9,847円 1,245円 14.4% 318円

◆口径25ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

0〜5㎥ 2,230円 → 2,289円 59円 2.6% -187円

10㎥ 2,230円 → 2,474円 244円 10.9% -2円

20㎥ 4,450円 → 4,934円 484円 10.8% -2円

25㎥ 5,620円 → 6,309円 689円 12.2% 78円

40㎥ 9,130円 → 10,434円 1,304円 14.2% 318円

◆口径30ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

200㎥ 52,006円 → 60,730円 8,724円 16.7% 3,200円

◆口径40ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

200㎥ 55,176円 → 64,249円 9,073円 16.4% 3,200円

◆口径50ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

300㎥ 85,194円 → 98,747円 13,553円 15.9% 4,500円

505㎥ 135,684円 → 157,657円 21,973円 16.1% 7,580円

◆口径75ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

1500㎥ 415,537円 → 483,836円 68,299円 16.4% 23,500円

◆口径100ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

1000㎥ 307,800円 → 356,438円 48,638円 15.8% 15,500円

◆口径150ｍｍの場合 
使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

5000㎥ 1,410,168円 → 1,642,546円 232,378円 16.4% 79,500円

【パターンB】《税込》
⼀ 般 用



用 途

◆基本料金17.9％・従量料金17.9％　均一に増額

【パターンA】

水　　　量 使用料　（円）

前回提示した料金改定（案）  《税抜》

0～10㎥まで 基本使用料 (+220) 1,443

193

199

11㎥　～　　20㎥ 1㎥につき (+29)

一般用

21㎥　～　　30㎥ 〃 (+30)

31㎥　～　　50㎥ 〃 (+41) 272

(+51) 338

352

51㎥　～　100㎥ 〃 (+50) 329

501㎥　～ 〃 (+53)

101㎥　～　500㎥ 〃

11㎥　～ 1㎥につき

公衆浴場用
水泳プール用

冷却用

0～10㎥まで 基本使用料 (+220) 1,443

(+8) 54

（現行料金との差額）
用 途

(22 .0%) 282

(21 .8%) 340

(21 .9%) 350

(22 .0%) 365

　◆0～5㎥までの基本料金を現行据え置き。
   6～10㎥の従量料金を44円/㎥とし、10㎥時点でパターンAと同額(1,443円）
　 になるように設定。不足分を31㎥～50㎥、51㎥～100㎥、101㎥～500㎥、
   501㎥～で調整

【パターンB】

水　　　量 使用料　（円）

少量使用者へ配慮した場合の影響（シミュレーション）《税抜》

基本使用料 (+0) 1,223

6～10㎥

一般用

0～5㎥まで

11㎥　～　　20㎥

21㎥　～　　30㎥

1㎥につき (+44) 44

〃 (+29) 193

〃 (+30) 199

31㎥　～　　50㎥ 〃 (+51)

101㎥　～　500㎥

501㎥　～ 〃 (+66)

51㎥　～　100㎥ 〃 (+61)

11㎥　～ 1㎥につき (+8)

〃 (+63)

54

10㎥まで 基本使用料 (+220) 1,443公衆浴場用
水泳プール用

冷却用

（現行料金との差額）

５ 料⾦体系の検討 《下水道使用料》

※不足分を調整した結果の増加率を（ ％）で表示

○ 前回提⽰した料⾦体系（案）【パターンA】と、少量使用者へ配慮した場合のシミュレーション【パターンB】との⽐較です。
○ 少量使用者へ配慮した場合、必要な収入を確保するためには不足額（R7〜R9で約１億３千万円）を他の使用者へ配分する必要

が生じます。
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５ 料⾦体系の検討 《下水道使用料》

※不足分を調整した結果の増加率を（ ％）で表示

○【パターンA】と【パターンB】を料⾦や増加率で⽐較すると、【パターンB】は多量使用者への負担が
更に⼤きくなります。
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使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

0〜5㎥まで 1,345円 → 1,345円 0円 0.0% -242円

10㎥ 1,345円 → 1,585円 240円 17.8% -2円

15㎥ 2,245円 → 2,645円 400円 17.8% -2円

20㎥ 3,145円 → 3,705円 560円 17.8% -2円

25㎥ 4,070円 → 4,795円 725円 17.8% -2円

30㎥ 4,995円 → 5,885円 890円 17.8% -2円

40㎥ 7,535円 → 8,985円 1,450円 19.2% 108円

50㎥ 10,075円 → 12,085円 2,010円 19.9% 218円

70㎥ 16,195円 → 19,565円 3,370円 20.8% 478円

90㎥ 22,315円 → 27,045円 4,730円 21.1% 738円

110㎥ 28,525円 → 34,635円 6,110円 21.4% 1,008円

500㎥ 151,375円 → 184,785円 33,410円 22.0% 6,468円

使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率 差額(B－A)

200㎥ 10,845円 → 12,797円 1,952円 17.9% 0円

500㎥ 25,845円 → 30,497円 4,652円 17.9% 0円

5000㎥ 250,845円 → 295,997円 45,152円 17.9% 0円

【パターンB】《税込》

公衆浴場・水泳プール用

⼀ 般 用

使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
0〜5㎥まで 1,345円 → 1,587円 242円 17.9%

10㎥ 1,345円 → 1,587円 242円 17.9%
15㎥ 2,245円 → 2,647円 402円 17.9%
20㎥ 3,145円 → 3,707円 562円 17.8%
25㎥ 4,070円 → 4,797円 727円 17.8%
30㎥ 4,995円 → 5,887円 892円 17.8%
40㎥ 7,535円 → 8,877円 1,342円 17.8%
50㎥ 10,075円 → 11,867円 1,792円 17.7%
70㎥ 16,195円 → 19,087円 2,892円 17.8%
90㎥ 22,315円 → 26,307円 3,992円 17.8%
110㎥ 28,525円 → 33,627円 5,102円 17.8%
500㎥ 151,375円 → 178,317円 26,942円 17.7%

使用水量 現 ⾏ 改定案 増加額 増加率
200㎥ 10,845円 → 12,797円 1,952円 17.9%
500㎥ 25,845円 → 30,497円 4,652円 17.9%
5000㎥ 250,845円 → 295,997円 45,152円 17.9%

【パターンA】《税込》

公衆浴場・水泳プール用

⼀ 般 用



６ 料⾦改定後の財政状況 《水道事業》
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○ ３回の料⾦改定により、補てん財源残高
は約１０億円を確保できています。

○ 下水道事業の資⾦不足に対する貸付を
⾏った場合でも、水道事業の残高は
プラスを維持できる⾒通しです。
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給水収益と企業債残高の推移

○ ３回の料⾦改定により、給水収益は安定
して推移しており、企業債償還の資⾦を
確保できる⾒通しです。

○ 企業債残高は、新樋の口浄水場建設に伴
い、⼀時的に増加しますが、料⾦改定に
より新たな借入が抑制され、経営の健全
化が図られる⾒通しです。

○ R7年度10.9％、R10年度10.9％、R13年度6.8％の料⾦改定を実施した場合の財政状況です。
なお、補てん財源残高は下水道事業の資⾦不足に対する資⾦の貸付を反映した⾦額で作成しています。



６ 料⾦改定後の財政状況 《下水道事業》
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補てん財源 残高推移

○ R7年度17.9％、R10年度13.9％、R13年度16.0％の料⾦改定を実施した場合の財政状況です。
なお、改定後の補てん財源残高は資⾦不足額に対して水道事業からの借入を反映した⾦額で作成しています。
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使⽤料収益と企業債残高の推移

○ 料⾦改定前の残高と⽐較すると、⼤幅に
改善されているものの、当⾯は資⾦不足
分を水道事業から借入しながら事業を継
続していく必要があります。

○ ３回の料⾦改定により、使用料収益は安
定して推移しており、企業債償還の資⾦
を確保できる⾒通しです。

○ 企業債残高は、料⾦改定により新たな借
入が抑制されています。

○ 将来の世代に負担を先送りしないために
も、企業債の充当率は今後も抑制してい
く必要があります。



１ 募集期間（予定）

令和６年１月２２日（月）～令和６年２月２１日（水）（必着）

２ 改定（案）の閲覧方法

①市のホームページ

②市の施設（土・日曜日、祝日を除く、午前８時３０分～午後５時）

弘前市上下水道部総務課、市役所総合案内所、岩木総合支所総務課、相馬総合支所民生課、

市民課駅前分室、市民課城東分室、東目屋・船沢・高杉・裾野・新和・石川の各出張所

※市民課駅前分室は土・日曜日、祝日も閲覧可。

３ 対象者

①市内に在住・在勤・在学の人

②市内に事務所または事業所を有する個人及び法人その他の団体

③本市に対して納税義務を有する人または寄附を行う人

④この事案に利害関係を有する人

４ 意見の提出方法

①郵送

②弘前市上下水道部総務課へ直接持参（土・日曜日、祝日を除く、午前８時３０分～午後５時）

③ファクス：０１７２－５５－９６８０

④Ｅメール：suisoumu@city.hirosaki.lg.jp

⑤「わたしのアイデアポスト」へ投函：

市役所総合案内所、岩木総合支所総務課、相馬総合支所民生課、市民課駅前分室、市民課城東分室、

東目屋・船沢・高杉・裾野・新和・石川の各出張所に設置

※記入漏れがある場合は、意見として受け付けない。

※電話など口頭では受け付けない。

７ パブリックコメント
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1/22(月)～

改
定
案
に
対
す
る
意
見
等
提
出

「郵送」
上下水道部総務課へ郵送

「持参」
上下水道部総務課へ持参

「ファクス」
0172-55-9680 
上下水道部総務課へ送信

「電子メール」

suisoumu@city.hirosaki.lg.jp
へ送信

「わたしのアイデアポスト」へ投函
（市役所総合案内所、各総合支所、
市民課分室、各出張所）

「わたしのアイデアポスト」
の回収ラインで行い、広聴広
報課で選別

意
見
等
受
理

（上
下
水
道
部
総
務
課
）

意
見
等
に
対
す
る
回
答
の
公
表

1/22(月)～2/21(水) ※郵送は2/21(水)必着 ～2/21(水) 3月上旬予定

意見募集に係るフロー図

７ パブリックコメント
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【A3サイズ表面】パブコメ概要版イメージ《水道》
改定
内容

・料金改定内容

① ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
③ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・改定後の水道料金

７ パブリックコメント

・料金改定の必要性

・写真

・計算方法・QR

30



【A3サイズ裏面】パブコメ概要版イメージ《下水道》
改定
内容

・料金改定内容

① ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
③ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・改定後の下水道使用料

７ パブリックコメント

・料金改定の必要性

・写真

・計算方法・QR
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